　　独立行政法人大麻専売機構法要綱

第一　総則　

　一　目的

　　　独立行政法人大麻専売機構の名称、目的、業務の範囲等に関する事項を定める
　　ことを目的とすること。（第一条関係）

　二　名称

　　　独立行政法人大麻専売機構とすること。（第二条関係）

　三　機構の目的

　　　独立行政法人大麻専売機構（以下「機構」という。）は、大麻に関わる規制及び
　　大麻専売事業の適正な運営に関する法律（平成◯◯年法律第△△号）に基き国の
　　専売事業の健全にして能率的な実施に当たることを目的とすること。（第三条関

　　係）

　四　特定独立行政法人

　　　機構は、特定独立行政法人とすること。（第四条関係）

　五　事務所

　　　機構は、主たる事務所を東京都に置くこと。（第五条関係）

　六　資本金

　　　政府は、必要があると認めるときは、予算で定める金額の範囲内において、機構に

　　出資することができること。（第六条関係）

第二　役員

　一　役員

　　　機構に、役員として、その長である理事長及び監事二人を置くとともに、副理事長
　　一人及び理事五人以内を置くことができるものとすること。（第七条関係）

　二　役員の任期
　　　理事長及び副理事長の任期は四年とし、理事及び監事の任期は二年とすること。（第

　　九条関係）

　三　その他

　　　役員の職務及ひ権限、役員の欠格条項の特例その他所要の規定を設けるものとす
　　ること。
第三　業務等

　一　業務の範囲

　　１　機構は、第一の三の目的を達成するため、次の業務を行う。

　　　⑴　大麻の買い入れを行うこと。

　　　⑵　大麻草及び大麻製品の製造を行うこと。

　　　⑶　大麻草及び大麻製品の提供を行うこと。

　　　⑷　大麻使用資格者証の交付を行うこと。

　　　⑸　大麻草の栽培者の指導、監督及び振興を行うこと。

　　　⑹　大麻製品の製造業者の指導、監督及び振興を行うこと。　

　　　⑺　大麻製品の提供業者の指導、監督及び振興を行うこと。

　　　⑻　大麻の輸出及び輸入を行うこと。

　　　⑼　大麻草及び大麻製品の品質に関する技術上の情報の収集、評価、整理及び提供

　　　　を行うこと。

　　　⑽　前各号に掲げる業務に必要な調査及び研究を行うこと。

　　　⑾　前各号に掲げる業務に附帯する業務を行うこと。

　　２　機構は、１の業務のほか、大麻に関わる規制及び大麻専売事業の適正な運営

　　　　に関する法律（平成◯◯年法律第△△号）に定められた業務を行うこと。

　二　積立金の処分

　　　機構の積立金の処分について所要の規定を設けるものとすること。(第十四条関係)

　三　長期借入金及び独立行政法人大麻専売機構債券

　　１　機構は、厚生労働大臣の認可を受けて、長期借入金をし 、又は独立行政法人大麻
　　　専売機構債券(以下「債券」という。)を発行することかてきること。(第十五条第一

　　　項及ひ第二項関係)

　　２　政府は、国会の議決を経た金額の範囲内において、機構の長期借入金又は債券に

　　　係る債務について 保証することかてきること。(第十六条関係)

　　３　機構の長期借入金及ひ債券の償還計画その他所要の規定を設けるものとすること。

第四　雑則

　　　所要の規定を設けるものとすること。

第五　罰則

　　　所要の罰則規定を設けるものとすること。(第二十条関係)
第六　附則 

　一　この法律は、大麻の規制及び大麻専売事業の適正な運営に関する法律の施行の日か

　　ら施行するものとすること。（附則第一条関係）

　二　この法律に定めるもののほか、機構の設立手続その他この法律の施行に必要な事項

　　については、別に法律で定めるものとすること。（附則第二条関係）

　

